
（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

Ｈ７

1,680 58%

Ｈ２６ 120 99%

③

【全体事業概要】

延長 L=1,500m
幅員 W=6.0(9.75)ｍ
JRｱﾝﾀﾞｰﾎﾞｯｸｽ 1基

【費用便益分析】

Ｂ／Ｃ＝１．１

【コスト縮減】
盛土材については、現場発

生土の流用及び他工事から
の工事間流用に努めます。
また、ライフサイクルコストの
観点から、除草に要する維
持管理費を抑制するため、
切土法面の法尻部分につい
ては、張ブロックを採用して
います。

また、当該事業において
は、地域の実情にあった道
路構造を採用できるように
なったことから、前回再評価
時に、歩道幅員を３ｍから２
ｍに縮小し、コスト縮減を
図っています。

順次工事を進め、
早期の供用開始を
目指して事業の進
捗を図ります。

〜

【目的】
当事業により、２車線の道

路として整備することで、幅
員狭小・線形不良区間を解
消し、幹線道路としての利便
性の向上や、円滑で安全な
通行を確保することにより、
地域間交流の促進と地域の
活性化を支援するとともに
名阪国道の代替道路として
の機能の強化を図ります。

1,800 60%

平成７年度に事業着
手し、用地買収及び工
事を進めています。

これまでに、９００ｍを
供用しています。

平成１６年１１月に、上野市、伊賀町、
阿山町、大山田村、島ヶ原村、青山町
の１市３町２村が合併し、新『伊賀市』
が、平成１７年１月には、亀山市、関町
の１市１町が合併し、新『亀山市』が誕
生しました。

合併により、新伊賀市と新亀山市の
地域間交流の促進と地域の活性化を支
援する道路として、期待が高まっていま
す。
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事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向
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平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、残
事業の早期完成に向け
て、計画的で効率的な事
業執行を求めるものであ
る。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

【全体事業概要】
堤体工 Ｌ＝1,248m
余水吐工 2箇所
取水施設工 4箇所

H15 1,150

【目的】
当横山池は、津市芸濃町
のほぼ中央部に位置し、約
１７０haの水田に用水をか
んがいしている農業用のた
め池です。
しかしながら、堤体法尻か
らの漏水が著しく、余水
吐、取水施設なども老朽化
していたことから、安全性
が大きく低下していました。
また、池の直下流には集
落が密集しており、破堤し
た場合には大規模な被害
が発生する恐れがありまし
た。
このため、堤体、余水吐、
取水施設の改修を行い、
下流に位置する農地、農
業用施設、幹線道路、家屋
等への被害を未然に防止

H15 1,126

H8

○直接効果
【費用対効果分析】
計画時２．８５
現時点２．５９
【定量化できない効
果】
心理的効果(安心)の
発揮
【施設の管理状況】
適切に管理
○間接的効果
ゴミの減少

事業として生き物調査
等は行っていません
が、アンケート結果か
らも、環境に大きく影
響は与えていません。

受益農地のほとんど
が過去にほ場整備事
業が実施されたことも
あり、現在も良好に保
全されています。
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委員会意見概要

浸水被害を未然に防
止するという目的に対
する事業効果は発揮
しています。しかしな
がら、アンケート結果
から、「自然環境に配
慮した工事の実施」
「安全対策（ため池へ
の転落防止対策な
ど）の実施が求められ
ています。

・アンケート調査の分析から、
今後は今まで以上に「自然環
境に配慮した工事の実施」、
「安全対策（ため池への転落防
止対策など）の実施」に対し配
慮が必要であると考えます。
・ 現時点で営農面積や管理体
制に大きな変化は見らません
が、今後の営農について「自分
の後は未定」との意見が最も
多かったことから、地域の営農
ビジョンの策定が必要と考えま
す。
・ 将来の維持管理体制に関す
る農業者の不安や (早朝から
の)出合い管理作業に対する
周辺住民の不満などがありま
す。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。ただし、今
後の整備について
も、さらなる農業
農村振興につなが
る事業の推進をは
かられたい。

平成２１年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択
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県民の意見 今後の課題
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（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要

平成２１年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択
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県民の意見 今後の課題
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慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化
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【全体事業概要】
区画整理 274.5ha
道路工   34.2㎞
用水路工  48.0㎞
排水路工  28.1㎞
近代化施設用地整備
       1箇所（A=0.1ha）
農業集落道 8.1㎞
農業集落排水  1.4㎞

H15 5,052

【目的】
・現状は不整形で狭小な田
畑
・また農道、用水路、排水
路も未整備
・このため、農業用機械の
搬出入や農業用施設の維
持管理に苦慮
・ほ場整備事業により、大
区画のほ場整備、農道や
排水路の整備、用水のパ
イプライン化を実施
・農業生産性の向上、農業
経営の合理化、担い手の
育成を図る

H15 5,360

【直接的効果】

① 整備により大型機
械による効率的な営
農、田畑輪換による
転作が可能となり、用
水のパイプライン化等
により維持管理の省
力化、担い手への農
地集積が進展

② 乾田化により、小
麦や大豆、ブロッコ
リー、ナバナなどの畑
作物が作付け可能。
また、維持管理の省
力化により、水路の土
砂上げ等が集落での
共同作業により、適正
に管理

【間接的効果】

○ ほ場整備を契機と
して、地域内の繋がり
ができ、住民の環境
や景観に関する関心
が高まり、環境美化
活動組織が結成され
るなどボランティア活
動が活性化

○ 農道や排水路の
法面に植生緑化

○ 低騒音・低振動・
排ガス対策型の建設
機械を使用

○ 平成21年8月に実
施した生きもの調査で
は、メダカやドジョウ、
タナゴなどの魚類,タイ
コウチなどの水生昆
虫の生息を確認

○ 地域住民へのアン
ケート結果から「動植
物が減った」との回答
が約49%あり、今後の
整備については一層
の配慮が必要
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○ 農村集落の急速な
過疎化や高齢化

○ 農地・農道・用排
水路の維持管理を農
家のみで実施すること
が困難

○ 受益地の関係7集
落の全住民
588戸にアンケート調
査を実施
408戸から回答
 （農家148戸、非農家
260戸）

（農業効果）
農家の93%が「効果あ
り」と回答
・維持管理が楽になっ
た
・農作業が楽になった

（農業以外の効果）
全住民の90%が「効果
あり」と回答
・道路の通行がス
ムーズになった

（環境への影響）
動植物については、
「減った」との回答が
約４９％と高く、樹木
の伐採により昆虫や
魚類が減ったとの意
見が多い

（農地・施設の管理状
況）
全住民の60%が「良く
管理されている」と回
答しているが、9%が
「あまり管理されてい
ない」と回答し、比較
的適正に管理されて
いる

《ほ場整備事業における課題》

①農家の高齢化や後継者不
足

②農家数の減少により農業者
だけで農地や農道、用排水路
の維持管理が困難

③環境へ配慮した取り組み

《社会的背景等》

①県内におけるほ場整備事業
は、すでに８３．４％が整備さ
れ、実施地区が大幅に減少

②国内食料自給率の低さ、食
の安全・安心に対する消費者
ニーズの高まりなどを踏まえて
事業を実施することが求めら
れている。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。ただし、今
後の整備について
も、さらなる農業
農村振興につなが
る事業の推進をは
かられたい。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要

平成２１年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）
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情勢等の変化
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【全体事業概要】

砂防えん堤工 ２基

渓流保全工 １８０ｍ

Ｈ１６ 490

【事業目的】

土石流発生の危険性が高
い小高山川において、土砂
災害から被害想定区域に
存在する住民の生命、財
産、生活環境を守ることを
目的としている。

Ｈ１６ 555

①アンケートの結果

アンケートによる住民
の意識
・えん堤の整備により
住民の安心感が高
まったとの評価を得て
いる。
・えん堤の修景につい
て、環境への配慮が
評価されている。
・近年の土砂災害を
契機に土砂災害に対
する住民の意識も向
上している。
・ほとんどの方が砂防
事業の必要性を感じ
ている。
・ハード整備に加え、
ソフト事業を推進する
など、警戒避難に対
する関心も高まってい
る。

その他意見
・危険箇所の対策を
一日でも早く実施して
・修景は場所によって
配慮が必要

①事業実施上の課題・問題点

ハード整備の完了には長い年
月と費用がかかるため、今後
の砂防事業は、ハード整備とと
もに住民が的確に避難行動を
行えるよう、情報提供システム
などの整備を行うソフト対策と
の連携により、総合的な土砂
災害対策に取り組んでいく必
要がある。

②今後実施する事業への留意
事項

砂防えん堤の修景など環境へ
の配慮を行う場合は、過度なも
のとならないよう周辺環境の調
査を行い、地域住民の意見を
伺いながら、現地の状況に適
したものとする。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。

Ｈ１１

①達成状況の評価

砂防えん堤の整備に
より、上流から流下す
ると想定される土砂量
に対し、約９２％の土
砂を止めることがで
き、既存施設と合わせ
て１００％の土砂量を
止める効果が確保さ
れ、異常気象に対す
る地域の安全度が向
上した。

②当初の効果と完了
後の比較

保全対象：人家9戸、
市道300ｍ、橋梁3
橋、耕地0.3ha
事前：実施していない
事後：Ｂ／Ｃ＝1.05

③②以外の定量化で
きない他の効果

地域の土砂災害に対
する安心感向上や、
山地森林保全効果が
発揮できる。

①環境及び景観への
配慮

えん堤を修景し景観
に配慮した。
水生物や動物の移動
を妨げないスリットえ
ん堤を採用した。
護岸ブロックは水辺環
境の早期回復に配慮
した。

②周辺環境の変化

えん堤表面はコンク
リート色が残り、今後
の調和が期待され
る。
えん堤への土砂堆積
はなく、土砂流出に対
し充分な機能を有して
いる。
渓流保全工により安
定した流路となり、ま
た取水施設の機能回
復により地域の環境
に役立っている。

①土地利用状況の変
化

土地利用状況に変化
はなく、事業による効
果は当初計画時に想
定したものが現在も
継続している。

②土砂災害に対する
住民への対応

近年の異常気象に対
し、ハード整備ととも
に警戒避難体制の整
備などのソフト事業が
重要となっている。
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（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要

平成２１年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
県民の意見 今後の課題

事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化
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【全体事業概要】

砂防えん堤 １基
渓流保全工 ２２６ｍ

Ｈ１４ 490

【事業目的】

土石流発生の危険性が高
い滝後川において、土砂災
害から被害想定区域に存
在する住民の生命、財産、
生活環境を守ることを目的
としている。

Ｈ１６ 570

①土地利用状況の変
化
事業前と事業後で土
地利用状況の変化は
なく、当事業の保全対
象は事業計画時に想
定したものから変化
は見られない。

②土砂災害に対する
住民への対応
近年の異常気象に対
し、ハード整備ととも
に警戒避難体制の整
備などのソフト対策が
重要となっている。

アンケート調査の結
果
・えん堤の整備によ
り、ほとんどの方が安
心感が高まったと感じ
ている。
・えん堤の修景につい
て、約８割の方から景
観への配慮が評価さ
れている。
・近年の土砂災害を
契機に、すべての住
民において土砂災害
に対する住民の意識
も向上している。
・すべての方が砂防
事業の必要性を感じ
ている。
・ハード整備に加え、
ソフト事業を推進する
など、警戒避難に対
する関心も高まってい
る。
その他意見
・景観は予算次第。
・他にも危険箇所があ
るか教えて欲しい。

①事業実施上の問題点・課題
今後の砂防事業はハード整備
とともに、住民が的確に避難行
動を行えるよう、情報提供シス
テムなどの整備を行うソフト対
策との連携により、総合的な土
砂災害対策に取り組んでいく
必要がある。

②今後実施する事業への留意
事項
砂防施設の修景や環境への
配慮を行う場合は、過度なもの
とならないよう周辺環境の調査
を行い、地域住民の意見を伺
いながら、現地の状況に適した
ものとする。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
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①達成状況評価
当該えん堤を設置す
ることにより、上流か
ら流出する土砂に対
し６６．２％を止めるこ
とが可能となり、異常
気象に対する地域の
安全度が向上した。
（約６６．２％向上）

②費用対効果
事前 実施していない
事後 Ｂ／Ｃ＝１．０５

③定量化できない他
の効果
地域の土砂災害に対
する安心度向上や、
山地森林保全効果が
発揮できる。

①環境への配慮
えん堤表面を石により
修景し景観に配慮し
た。

②環境の変化
表面を石により修景
することで、早期に周
囲の景観になじませ
ることが出来た。




